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Towards better use of evidence in education
―Initiatives in Europe― 




Recently, the importance of the accumulation of human capital and education is increasing together 
with the development of globalization. However, because of the financial difficulties many countries 
are facing, the demand for a more efficient and effective education policy is growing. Furthermore, 
given the discussion about modernizing the government, governments are required to be more 
accountable about how the public funding is used, and about the outcomes of the use. It is in this 
context that the interest in using “evidence” has become stronger. However, there are different 
approaches to understanding what is meant by “evidence” or “evidence use.” Depending on what 
kind of “evidence use” is assumed, the way of promoting it differs considerably. In Europe, since 
2007, discussions have taken place specifically on how to promote the use of “evidence” in edu-
cation. As a result, starting from 2010, the EU has commissioned several projects on “Evi-
dence-based policy and practice” to develop networks of knowledge brokerage initiatives. In this 
paper, the framework for evidence use in social policy, including educational policy, is discussed as 
a basis for our understanding on how evidence use is captured and how it will be promoted in 
Europe. This includes the definition of evidence and different models of evidence use. After briefly 
introducing the content of the projects commissioned by the EU, we will reflect on how the dis-
cussion surrounding “evidence” has proceeded in Europe since the “Lisbon Strategy.” Some of the 
latest trends on improving creation, dissemination and application of evidence in Europe will be 
mentioned. By examining these initiatives, this paper concludes by discussing the challenges for 









                                            
＊ 生涯学習政策研究部総括研究官 
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た（Bridges et al, 2009、OECD, 2007、岩崎、2010、渡辺、2006）。こうした中、OECD で教育に関
する国際比較可能な教育指標を開発するために 1988年から開始された INES事業（INES: Indicators of 
Education Systems）の重要性が増し、また、この事業の一環として「生徒の学習到達度調査」（PISA: 
Programme for International Student Assessment）や、「国際成人力調査」1）（PIAAC: Programme for the 






ス｣が政策立案や実践について果たしてきた役割は他の分野に比べて限定的である (DIPF, 2007, 
Lagemann, 2000; Levin, 2004; OECD, 2000、2003; Schuller, 2010, Whitty, 2006)。また、教育分野に限
ったことではないが、政策立案者が短期的に結果を求めるのに対し、研究は成果が出るまでに時間
を要する等、政策決定の領域と研究活動の領域との間には本質的な違いがある (Lazendorf, et al, 
2005; Nutley et al, 2007)。こうしたことから、教育政策や教育研究と実践における「研究」あるいは
「エビデンス」の活用やナレッジ・マネジメントの重要性についての認識の高まりに関わらず（立
田、2010）、これらはまだ十分に実行されているとは言えない。本格的な知識基盤社会の到来に伴い、
各国における R&D（Research and Development, 研究開発）支出が年々増加しているにも関わらず、
教育分野における R&D 支出は低いレベルにとどまっているのは、その表れのひとつと言えるであろ
























まれると考えられるようになってきている（Levin, 2004、 Nutley, et al, 2007、惣脇、2010a）。 
 後述の欧州の議論では、「エビデンス」そのものを定義してはおらず、「エビデンスに基づいた政
策」について、OECD (2007) の定義を採用し、「政策オプションの中から政策決定し選択する際に、
現在 も有益なエビデンスの誠意ある明確な活用」をすること（the conscientious and explicit use of 
current best evidence in making decisions and choosing between policy options）」（OECD, 2007, p.16、岩
崎訳, p.37)としている。また、エビデンスの範囲についても OECD と同様、エビデンス産出の手法
等により限定的にとらえることはせず、政策決定の際に有益なものを広く捉えており、例えば統計













相互に影響しあい、その相互関係を厳密に定義づけるのは困難である（Nutley et al, 2007）。欧州で
の議論は、統計的なデータもエビデンスと捉えるなど、一般的な理解に近いようにも見えるが、必
ずしも厳格な区別はしておらず、文脈により「知識」や「研究」はいずれも「エビデンス」と同義










































Nutley et al (2007)より筆者が要約 
 
 これらのモデルは、特に、エビデンス活用の一連のプロセスには産出、普及、そして活用という















(Bridges et al, 2009)。一方で、ナットレイらは、エクブロム (Ekblom, 2002) を引用して、「課題につ
いての知識」(know-about problems)、「何が有効かについての知識」(know-what works)、「どのように
（実践に移したらよいか）に関する知識」(know-how (to put into practice)、「誰を（巻き込むとよい
























した報告書｢より知識に基づいた教育訓練分野における政策及び実践に向けて｣ (EC, 2007b) におい
て、欧州において教育分野の研究の蓄積、普及及び活用についての整合性のとれた仕組みをつくる
ための取り組みの必要性が指摘されていること、また、2008 年に採択された｢2010 年以降の教育訓
練の分野における欧州域内協力に関する戦略的枠組み｣ (EC, 2008) においても、エビデンスに基づ
いた政策及び実践の開発は重点項目として掲げられていることなどが挙げられている。 















ほか、5 大学と EUROCITIES という、EU30 か国の 140 都市が加盟するネットワーク 6）が参加して
いる。二つ目は、欧州スクールネット (European Schoolnet) 7）がコーディネートする LINKED（教育




が公開されておらず、これ以上の詳細は 終報告を待つ必要がある。三つ目が英国の EPPI センタ
ー（Evidence for Policy and Practice Information and Co-orditating Centre, EPPI-Centre）を中心に、11
か国からの 18 のパートナー機関（オランダ及びノルウェーの教育省を含む。）によって実施されて
いる「欧州におけるエビデンス情報に照らした教育政策に向けて」（Evidence Informed Policy in 
Education in Europe, EIPEE）である。なお、プロジェクトが進展するにつれ、パートナー機関は増









(EC, 2006) や 2007 年の欧州委員会事務局作成の報告書｢より知識に基づいた教育訓練分野における







れており（Lindblom et al, 1993）、また、教育分野におけるエビデンスの活用を論じる際にも多くの







































 欧州での近年の教育政策の動向を概観する際に欠かせないのが、2000 年 3 月にポルトガルのリス
ボンで開かれた欧州理事会 (European Council) 9）で出された｢リスボン戦略 (Lisbon Strategy)｣10） (EU, 
2000)である。そこで、これ以降の欧州における教育政策の方向性について概観する。 
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 この｢リスボン戦略｣を受けて、教育・訓練分野の具体的な戦略及び目標（ 3 つの戦略目標とその
下部にある 13 の目標）が 2001 年 2 月のストックホルム閣僚理事会で決定された。さらに、この内
容を踏まえて、具体的な事業計画（Detailed work programme on the follow-up of the objectives of Ed-
ucation and training systems in Europe）が 2002 年に定められ (EU, 2002)、これがのちに｢教育・訓練





















 「ET2010」は 2010 年までの事業計画であることから、これ以降 2020 年までの事業計画について
の議論が、2008 年より開始された（EC, 2008a）。2008 年の欧州委員会報告「教育・訓練分野での欧
州域内の協力に関す戦略的枠組み改訂版」(EC, 2008a) によると、「教育・訓練 2010」で定められた
5 つのベンチマークのうち、多くのものについて数値目標が達成できなかった。そこで、この報告
では、2010 年以降の事業計画のみではなく、当時の事業計画がまだ有効ではあるものの、2010 年ま





















(EC, 2007b; Federal Ministry of Education and Research, 2007)。この議論の流れからわかるように、欧
州の教育分野でのエビデンスへの関心の高まりは、主としていかに質の高い教育、すなわち効果の
ある教育を効率的に提供できるかという問題意識から生じるものであるといえる。 
 このようなエビデンスの活用への関心の高まりの中、2007 年 3 月に、当時の EU の議長国であっ




れている。）に基づいて、知識の｢産出、普及、活用｣（creation of knowledge, dissemination of knowledge, 























































Levin (2004) p.8  
 
⑶ 知識の産出、普及、活用に関する欧州各国の取り組み 





 ① 知識の「産出」に関する取り組み 
 ここでは、産出される知識を「教育研究から得られる知見」ととらえ、教育研究の推進に向けた
各国の取り組みを取り上げる。「教育研究」についてはヒラージら (Hillage et al., 1998, p.7) の定義
を用いている。具体的には「教授方法、学習及びこれらが生じる組織的な枠組みについて、なんら
かの価値のある知識を産出するために行われる系統的なデータの分析及び収集を伴う活動 (A set of 
activities which involves the systematic collection and analysis of data with a view to producing valid 
教育分野におけるエビデンス活用の推進に向けた考察 
 123







ラム（National Educational Research Forum、NERF）やフランスの教育・訓練の研究のコーディネー
トのための国家委員会（le Comité National de Coordination de la Recherche en Education）及び教育
研究に関するプログラム（Programme Incitatif de Recherche sur l'Éducation et la Formation、PIREF）
のように、政府内に新たに研究全体を統括する部署や委員会等の創設を行うもの、②イギリスの「教
育学習研究プログラム」(Teaching and Learning Research Programme、TLRP) 13）、フィンランドの「学
ぶ人生」(Life as Learning research programme) 14）や、ノルウェーの「知識、教育及び学習に関する研
究プログラム」(Knowledge, Education and Learning research programme、KUL) 15）のように、教育実践
者及び政策立案者に共通の課題を対象とした大規模な研究プログラムを創設するもの、③デンマー















る分野であることはしばしば指摘されている（DIPF, 2007; Nutley et al, 2010）。具体的にどのような













育研究機関 (DIPF: German Institute for International Educational Research)に教育情報センター (The 








を行う部署を設けたり、イギリスの「フェロー配属計画」(Placement Fellows Scheme) 19）のように、





待される役割は大きい (OECD, 2007, 第 1 章)。 
 現在、欧州で も広く知られている仲介機関は英国の EPPI センターである。EPPI センターはロ
ンドン大学の社会科学調査研究所（Social Science Research Unit）に置かれている。公益性の高い政
策、実践、研究上の重要な課題について、利用者の視点に立ち、利用者も参加して行う系統的レビ
ュー20）を開発・促進することを目的としている (OECD, 2007)。前述の EU の 2010 年委託事業の一




エビデンスと統合することに特徴がある (EC, 2007b、OECD, 2007、惣脇、2010a)。 
 デンマークでは、2004 年に OECD に教育分野の R&D について国家的な戦略の不在を指摘される
と（OECD、2004)、その提言に従い、国立教育研究フォーラム（The National Education Research Forum）、
教育研究オブザーバトリー (Educational Research Observatory)、及び教育研究のクリアリングハウス 





者に伝達する役割を担っている(Danish University of Education, 2006, , DIPF, 2007, EC, 2007b, OECD, 
2004, 2007, Skovsgaard, 2010)。 





















  このほか、ノルウェーでは、PISA 等の国際比較調査の結果、教育制度が十分にその役割を果たし
ていないのではないかとの問題意識から、2011 年 1 月に教育ナレッジ・センター (SKUL: National 
Knowledge Centre for Education) が設立された。教育研究には、分野横断的な視点が必要であるとの
認識から、ノルウェー学術会議 (Research Council of Norway) のもとに、教育研究の外部機関として
設立された (Ogden et al., 2010, Research Council of Norway, 2010a, 2010b, 2010c)。また、ポーランド
では歴代の教育大臣等がいかにしてエビデンスに基づいた政策決定を推進していくかを議論し、研






や論文の作成にあてられる。また、フィンランドではさらに学校間のネットワーク (The Teacher 
Researcher Net) を形成し、教員の研究の実施や情報交換を推進し、また、教員が論文を発表する場




立研究機関（Institut National de Recherche Pédagogique, INRP）や履修証明に関する調査研究センタ
ー（Centre d'études et de recherches sur les qualifications, CEREQ）、スペインの教育研究及び記録セ









































られた研究を活用するのみでなく、ハーグリーブス (Hargreaves, 1998) の提唱するように、教員や
政策立案者自らがエビデンスの産出に参加していく方策を考えることも必要であろう。 













































































６）ネットワークの詳細については http://www.eurocities.eu/ 参照。プロジェクトに参加している 5 都市はいずれも
EUROCITIES のメンバーでもある。 
７）欧州スクールネットの詳細については http://www.eun.org/web/guest/about/thisiseun 参照。欧州の 31 の教育省が中心
となったネットワーク。 
８）http://www.eipee.eu/ によると、当初は 2011 年 1 月には 終報告案がウェブサイト上に掲載され、意見募集が行われ
る予定であったが、2011 年 4 月 22 日現在で 終報告書案は掲載されていなかった。EIPPE の担当者の Gough 氏による







ての研究はほとんど存在せず、この分野におけるさらなる研究投資の必要が明白となった（2011 年 2 月 4 日メールにて





10）具体的には 2000 年 3 月 23-24 日に開催されたリスボン欧州理事会決議を指す。 
11）EU 加盟国の閣僚級代表により構成される EU の主たる決定機関（総務・対外関係理事会、経済・蔵相理事会等分野毎
に招集、開催される。議長国は、欧州理事会に同様。(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/keyword.html) 
12）これ以前も、例えば EUROSTAT、Eurydice (European Information Network in the European Union) や CEDEFOP (European 
Centre for the Development of Vocational Training)のように、欧州域内の政策形成に役立つ統計や研究を取り扱う機関は存
在していたが、欧州理事会のレベルで指標の重要性が確認されたことを受け、これらの機関に期待される役割が高まっ
たと言える。 
13）2000年から2011年にかけて、3700万ポンドの規模でESRC (Economic and Social Research Council)が実施 (OECD、2007)。
詳細は http://www.tlrp.org/about/index.html  










関として設立。2000 年にデンマーク教育大学（Danish University of Education、DPU）に統合された。 
17）スイスにおける職業教育に関する研究の推進を目指して 2004 年に創設された。詳細は http://www.unifr.ch/pedg/ 
leadinghouse/ en/about_leadinghouses. php?mainMenuItemToSlide=1  
18）例えば英国の研究能力開発ネットワーク（UK Research Capacity Building Network）やスイスのリーディング・ハウス
（Swiss Leading Houses）など。 




21）2010 年 9 月 20－21 日に開催。詳細は http://www.eipee.eu/Default.aspx?tabid=2502&language=en-GB  
22）このほか、イタリアの INVALSI (National Institute for the Evaluation of the Education System)やハンガリーの OKI (National 
Institute of Public Education) などがある。 
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